
貸借対照表
（平成１９年　３月３１日 現在）

項　　目 金　　額 項　　目 金　　額

(資　産　の　部) 百万円 (負　債　の　部) 百万円

流  動  資  産 9,361 流  動  負  債 8,640 

現 金 及 び 預 金 5,187 支 払 手 形 489 

受 取 手 形 8 買 掛 金 3,600 

売 掛 金 2,411 未 払 金 2,146 

商 品 199 未 払 費 用 860 

貯 蔵 品 838 未 払 法 人 税 等 844 

前 払 費 用 360 未 払 消 費 税 等 163 

繰 延 税 金 資 産 163 未 払 事 業 所 税 51 

関係会社短期貸付金 119 預 り 金 393 

未 収 入 金 52 前 受 収 益 47 

そ の 他 20 役 員 賞 与 引 当 金 44 

固  定  資  産 39,312 固  定  負  債 1,710 

有 形 固 定 資 産 19,504 長 期 未 払 金 207 

建 物 122 退 職 給 付 引 当 金 474 

構 築 物 0 預 り 保 証 金 477 

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ施設・機器 18,413 長 期 預 り 金 550 

工 具 器 具 及 び 備 品 123 

土 地 561 負　債　合　計 10,350 

建 設 仮 勘 定 283 

(純 資 産 の 部)

無 形 固 定 資 産 350 株  主  資  本 38,323 

ソ フ ト ウ ェ ア 341 資　本　金 10,000 

商 標 権 0 資 本 剰 余 金 7,598 

電 話 加 入 権 0 資 本 準 備 金 7,598 

ソフトウェア仮勘定 8 

利 益 剰 余 金 20,725 

投資その他の資産 19,458 利 益 準 備 金 700 

関 係 会 社 株 式 100 そ の 他 利 益 剰 余 金 20,025 

関 係 会 社 出 資 金 278 別 途 積 立 金 20,000 

関係会社長期貸付金 4,309 繰 越 利 益 剰 余 金 25 

差 入 保 証 金 15,568 

長 期 前 払 費 用 339 純 資 産 合 計 38,323 

繰 延 税 金 資 産 1,072 

そ の 他 147 

貸 倒 引 当 金 △2,357 

資産合計 48,674 負債及び純資産合計 48,674 
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損益計算書 平成１８年１０月  １日　から

平成１９年　３月３１日　まで

項　　目　　 金　　額

百万円

売      上      高 32,657

売   上   原   価 29,660

2,996

1,532

1,464

営　業　外　収　益

受 取 利 息 21

そ の 他 19 40

営　業　外　費　用

支 払 利 息 7

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 295

そ の 他 23 326

1,178

特　 別 　利 　益

前 期 損 益 修 正 益 300 300

特　 別 　損 　失

減 損 損 失 797 797

681

748

105 854

173

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

( )

法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 損 失
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記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１.資産の評価基準及び評価方法

　　(1)有価証券

　　　　関係会社株式・・・・・移動平均法による原価法

　　(2)たな卸資産

　　　　商品・・・・・・・・・移動平均法による原価法

　　　　貯蔵品・・・・・・・・最終仕入原価法による原価法

２. 固定資産の減価償却の方法

　　　当社は平成１８年３月３１日に旧株式会社ナムコの営業の一部を新設分割するこ
　　とにより設立され、その対象資産は分割計画書により引き継がれております。

　　(1)有形固定資産・・・・・・・・・・・定率法

　　　　　ただし、平成１０年４月以降に取得したアミューズメント施設・機器の一部に
　　　　ついては、定額法によっております。

　　　　主な耐用年数

　　　　　アミューズメント施設・機器・・・３～１５年

　　(2)無形固定資産・・・・・・・・・・・定額法

　　　　主な耐用年数

　　　　　ソフトウェア（自社利用分）・・・５年

　　(3)長期前払費用・・・・・・・・・・・定額法

３.引当金の計上基準

　　(1)貸倒引当金

　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
　　　　懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
　　　　を計上しております。

　　(2)役員賞与引当金

　　　　　役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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　　(3)退職給付引当金

　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産
　　　　の見込額に基づき、計上しております。
　　　　　数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間によ
　　　　る按分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理することとしております。
　　　　　なお、過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
　　　　内の一定の年数（１０年）による按分額を費用処理することとしております。

４.その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　(1)リース取引の処理方法

　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
　　　　ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
　　　　よっております。

　　(2)消費税及び地方消費税の会計処理方法

　　　　　税抜方式を採用しております。

貸借対照表に関する注記

１.有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　39,415百万円

２.関係会社に対する金銭債権債務

　　　金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,467百万円

　　　金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 28百万円
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税効果会計に関する注記

１.繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　　（繰延税金資産）

　　　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　957百万円

　　　減価償却費超過額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　892百万円

　　　土地評価損　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　264百万円

　　　退職給付引当金否認額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　194百万円

　　　未払事業税等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　104百万円

　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　114百万円

　　　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,528百万円

　　　評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △ 1,292百万円

　　　　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,235百万円

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があると
　 きの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

　　　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40.6％

　　　（調整）

　　　住民税均等割額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13.6％

　　　交際費等永久に損金に算入されない項目　　　　　　　　　　　　 0.8％

　　　役員賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 0.7％

　　　評価性引当の増額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　69.8％

　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　　　　　　　 125.5％
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関連当事者との取引に関する注記

1.子会社

役員の
兼任等

事業上
の関係

所有
直接

150
長期貸付金

(注2)
2,250

93.6% 8 受取利息 －

70 短期貸付金 119

589 長期貸付金 2,059

100.0% 12 受取利息 －

2.兄弟会社

役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社の
子会社

㈱バン
ダイナ
ムコゲ
ームス

東京都
大田区

15,000

ゲーム
コンテ
ンツ事
業

-
兼任
1人

-

アミューズ
メント施

設・機器等
の購入(注1)

2,120 買掛金 980

1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額 191,618円86銭

1株当たり当期純損失 867円50銭

 　　　(注1)短期・長期の貸付について、貸付金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　　　上記取引金額には消費税等が含まれておりません。

　　　(注1)取引価格その他の取引条件は、一般的な市場価格を勘案し、価格交渉を行った上で決定しております。

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
(百万円)

 　　　(注2)長期貸付金に対し、2,250百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当会計年度において350百万円の貸倒引当金繰入額を計
　　　　　　上しております。

属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金

(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権の
所有

(被所有)
割合(%)

関係内容

取引の内容

取引金額
（百万円）

期末残高
(百万円)

資金の
援助

取引の内容 科目

子会社

㈱ナム
コ・ス
パリゾ
ート

100
温浴施
設の経
営

－
資金の貸付

(注1)

北海道
函館市

大阪府
岸和田市

資金の貸付
(注1)

資金の
援助

兼任
3人

所有
直接

子会社
㈱湯の
川観光
ホテル

100
観光ホ
テルの
経営

属性
会社等の
名称

住所

関係内容
資本金又は
出資金

(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権の
所有

(被所有)
割合(%)
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